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研究成果の概要：本研究はこれまで研究の鍬の入ることのなかった研究開発部門の人的管理と
労使関係の特質を実証的に明らかにした。研究開発部門は製造部門とは異なり、職場の労使関
係が団体交渉 collective bargaining によってではなく、労使協議制 joint consultationによっ
て運営されており、その仕組みが働いているほど職場の労・使、および職場の技術者間の意思
疎通が密になり、懸案である長労働時間が抑制され、開発製品の製造コストを抑える設計開発
が進み、開発生産性が高くなることが明らかになった。 
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 直接経費 間接経費 合 計 
2006年度 600,000 0 600,000 
2007年度 500,000 150,000 650,000 
2008年度 500,000 150,000 650,000 

年度    
  年度    
総 計 1,600,000 300,000 1,900,000 

 
 
研究分野： 社会科学  
科研費の分科・細目： 経済学 ・応用経済学 
キーワード：製造業、研究開発、人材育成、労使関係、仕事管理 
 
１．研究開始当初の背景 
 (1) 日本の製造業はその競争力の強さ、
それを支える管理の方法（カンバン方式、ト
ヨタ方式など）、労使関係、人材育成におい
て特筆すべき特徴を持つといわれる。そして
それらの諸点については、これまでの緻密な
実証研究が積み重ねられてきた。 
 ところが、日本の製造業の製品開発部門の
管理や労使関係、人材育成については、経営
学者による組織や管理に関する研究はかな
りなされてきたといえるが、労使関係分野や
人的資源管理の分野からの研究はほとんど

なされてこなかった。 
(2) そこで本研究は、自動車産業、電機
産業、化学産業等を対象に、それらの製品開
発部門の仕事管理、人材育成、労使関係を実
証分析し、日本の製造業の開発部門の特徴を
明らかにすることを目指した。 
(3) 以上の説明は、研究蓄積が乏しい分野
であるから研究が必要であるという消極的
説明であった。以下は、積極的理由を述べた
い。 
これまでの研究は日本の製造業の良好な
パフォーマンスをどちらかといえば、製造過
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程の分析をもとに説明してきた。ところが、
総コストにしめる製造部門のコストはそれ
が比較的大きいとされる自動車企業でも、
15％程度であるとされる。また、製造業企業
の従業員にしめる製造部門の人員比も 50％
に縮小してきている。それゆえ、日本の製造
業の特徴をつかむには開発部門の研究が欠
かせないと考えられた。 
これまでの製品開発部門の研究は、どのよ

うな技術が製品イノヴェーションにつなが
るかに関心を集中させるか、あるいは企業の
知的財産の保持のための法学的研究が先行
してきた。本研究では、そのイノヴェーショ
ンを担うエンジニアの育成や管理、処遇、さ
らには職場の労使関係の特徴をとらえるこ
とにより、イノヴェーション研究にも多くの
知見を得ることを目的とした。 
 
 
２．研究の目的 
 (1) 日本の製造業企業の開発部門を対象
に実証研究を行い、以下の点を明らかにする。 
①製品開発にたずさわるエンジニアはど

のようなキャリアを経ながら育成されるの
か。そのさいに製品開発プロジェクトの進行
と管理を担うプロジェクトリーダーの育成
がどのようになされるのか、およびプロジェ
クトの成員として各専門部分の開発を担う
専門技術的エンジニアの育成はどのように
なされるのかに区分しながら実態を明らか
にしたい。 
②製品開発部門の仕事の遂行のための組

織はどのように編成されているのかを明ら
かにする。 
③製品開発業務の遂行のなかで職場では

どのようなフリクションが発生し、どのよう
な仕組みでもってそれらが収束されている
かを明らかにする。 
とくに人的配置の問題や、成果主義的賃金

制度の運用のされ方、労働時間の管理に関し
てくわしく分析する。 
 ④製品の製造コスト（製造原価）は製品開
発段階のどの時期にどのようにして決めら
れるのか。またその決定に設計エンジニアは
どのように関わるのか。さらに、製造原価の
実現は開発エンジニアの仕事のあり方にど
のような影響を与えているのか。 
 (2) 以上の諸論点を製造業においても、比
較的特徴のはっきりしている自動車、電機、
化学の３産業を対比しながら明らかにする。
自動車産業は、競争力において卓抜した力を
もつ、電機産業は、製品種類が多くとくに国
内は開発部門のウエートが大きくなってい
る産業であり、化学産業は競争力が比較的低
位である。これらの産業上の位置がエンジニ
アの仕事のあり方をどのように特徴づけて
いるかも分析する。 

３．研究の方法 
 (1) 企業の経営者、および人事担当者を対
象に製品開発部門の組織、仕事、賃金処遇の
あり方の聞き取り調査を行う。 
 (2) 調査対象とした企業の労働組合の役
員に対して、企業の労使関係全般の実態に関
する聞き取り調査を行う。 
 さらに、当該企業の労働組合の製品開発部
門と生産技術部門の支部の役員を対象に、職
場レベルの労使関係制度、人材育成の制度、
賃金処遇のあり方と人事制度に関連する諸
制度、労働時間問題への取組みの実態に関す
る聞き取り調査を実施する。 
 (3) 製品開発部門のエンジニアの仕事、管
理、労使関係に関する既存の研究は非常に乏
しい。当然関連する既存の文献も乏しい。し
かし外国の企業を対象とする外国人の研究
は、Human Resources Management（人的
資源管理）論にそうとう程度存在する。それ
らの文献サーベイを行い、本調査の仮説構築
の基礎素材とする。 
 (4) 本調査研究にもっとも近接した学会
である社会政策学会と同学会産業労働部会
で研究報告し、研究交流を行い、本研究の内
容を公のものとするとともに、他研究者から
の知見を得てより深いものとする予定であ
る。 
 
 
４．研究成果 
 (1) 自動車産業の製品開発部門の人材育
成、管理、仕事組織に関して、以下のことが
明らかになった。 
 ①製品開発を担うエンジニアは仮説で想
定されたよりもその育成キャリアは狭い幅
で閉じている。すなわち、製品の一つの部品
の一定部分の開発・設計の技術を深めてゆく
形になっており、キャリアの初期は設計図面
の作成に携わり、中期には担当部分の製造コ
ストの予測とその削り込み、担当部品とそれ
に隣接する部分との設計（形状と機能）とコ
ストの調整に携わり、さらに他品目の製品の
同種の部品の上記の業務の習得へと進むよ
うになっている。 
このようなキャリアの幅の狭さとそれを
深彫りしてゆく形は、生産技術部門のエンジ
ニアにあっても同様である。 
以上の理由により、開発部門と生産技術部
門のエンジニアの技術の質は企業内的色彩
を強く帯びており、その職業的キャリアも企
業内で完結する性格が濃く、それゆえ労使関
係も企業内的な慣行により形成されること
になる。したがってエンジニアも製造部門の
従業員と同様に企業別組合に組織され、雇用
条件・労働条件の交渉と決定も製造部門の従
業員と連携して行う仕組みとなっている。 
以上のことが明らかになった。 



 

 

②製品開発を担うエンジニアの仕事組織
と管理には、企業間の価格競争の激化による
コスト削減の強化による影響が及んでいる。
すなわち、コストの管理が現場に近くなり、
しかも管理の単位が小さくなり、はなはだし
い事例では個人単位でのコスト（労働コスト、 
設備コスト、設計担当部分の製造コスト）の
管理にまで進んでいる。個人は上司と 1対１
の管理関係を結び、エンジニア個人とエンジ
ニア個人との関係は希薄化する傾向が生ま
れている。それは職場への市場主義の浸透に
よる個別化の傾向と呼ぶことができる。 
 ところが、市場主義は、他方で、質の競争
力の向上も要請しており、それは製品の多品
種化や品目の短期での切り替えの力量を要
請する。そのためには製品開発部門内部およ
び開発部門と製造部門との間の連携の強化
を不可欠とし、上記の個別化とは逆に個人と
個人、組織と組織との連携とコミュニケーシ
ョンの強化を要請することになる。 
 以上のことから、市場主義の一環として導
入されることの多い成果主義的処遇制度も、
エンジニアとエンジニアとの関係を個人化
させる方向に作用するならば、一定の反作用
を受け、上司による部下の面談制度を軸とす
る組織的機能によって支えられなければ機
能しづらいことが明らかになった。 
 ③製品開発部門の仕事組織については以
下のことが明らかになった。 
一般に開発部門の組織は、プロジェクト型

であるとされてきた。これは著名な経営学者
が発見した「重量級プロダクトマネージャ
ー」論を基にしている。同論は以下のように
言う。すなわち、製品開発においては、製品
を構成する部品を単位とする縦割りの組織
の単なる集合では十分ではなく、それらの組
織を横串にする強力な権限を持つ管理者が
置かれることになる。ところが、意外にも、
このような「重量級プロダクトマネージャ
ー」の配置は欧米の企業では少なく、日本の
企業では広く見られる特徴であり、それが日
本企業の開発競争力の源泉になっている。 
本研究の結果、以上の「重量級プロダクト

マネージャー」論には次のような問題がある
ことが明らかになった。 
製品開発の仕事組織は、いわゆるプロジェ
クトの単位では成り立っていない。あくまで
も仕事場は、各部品を単位として編成されて
おり（つまり、エンジン課、車体課、ミッシ
ョン課のように）、開発プロジェクトという
組織はヴァーチャルなものでしかない。「重
量級プロダクトマネージャー」とは、開発す
る車種の各部分を担当する実際には各課に
散在するエンジニアを頭の中で束ねて管理
している。たとえば、開発車種の製造コスト
を計画するとすれば、エンジンでいくら、車
体でいくら、ミッションでいくらと集計して

ゆき、コストの総計をにらみながら各部品担
当にコストの削減を要請するという方法が
とられる。つまり、開発車種を構成する主要
部品の担当者が大部屋に集められ、「重量級
プロダクトマネージャー」のもといっせいに
プロジェクトが進行するという態はとられ
ていないのである。 
「重量級プロダクトマネージャー」の管理
の実際を担うのは、車両の製造コストの削減
（開発設計段階で製造コストの計画を行う）
は、担当部品の専門部署の課長、エンジンで
あればエンジン設計課の課長であり、開発ス
ケジュールの進捗管理も、各専門部署の課長
の責任である。また、エンジニアの人材の育
成も人事管理も専門部署内で行われる。した
がって、「重量級プロダクトマネージャー」
は、車両の全体としての開発管理のコーディ
ネイションと取りまとめは行うが、各種管理
の実体を担うのは専門部署の課長であると
いう構造になっている。 

 
（2）自動車産業、電機産業、化学産業の 
製品開発部門における技術者の人的管理に
関しては以下のことが明らかになった。 
①上記（1）②において、企業間競争の激
化はエンジニアの管理を個別化すると同時
に組織化する側面もあることを指摘した。 
 競争の激化はまずはコスト競争にあらわ
れる。とくに近年は、製品開発の、それも初
期の段階において製品になったときの製造
コストが計画され、それが大きくは修正され
ないまま製造段階に移され、売価につながっ
てゆくようになっている。おどろくべき価格
計画の早期化であり実施である。 
 このような価格計画の早期化の背後には、
製品の開発過程と製造部門との間、およびそ
の両過程の間をつなぐ生産技術部門との間
の緻密な情報の行き来が存在する。競争力の
高い企業であるほどそのような情報の流れ
を担保するエンジニア間の関係の組織化が
あり、組織間の連携があることが明らかにな
った。 
 ②今日では、質の競争力も求められる。端
的にいえば、多品種を用意できる開発力と品
種を迅速に変更する技術力が要求される。 
 このようないわゆる多品種生産に対応す
るにも情報の早期でかつ精確な流れが必要
である。そのような情報の流れは、一つは、
先の（1）③で示した専門部署の課長の管理
能力により担保され、いま一つは、職場（課）
レベルの労使協議により補足されて円滑に
なる。後者の労使協議制度による経営情報の
通流のもつ意味がそれほど大きいとは意外
であるが、それに関わって、とくに職場内の
エンジニア同士の情報の共有のもつ意味は
とても大きい。くわえて、開発業務へのエン
ジニアの参加意識の醸成においても労使関



 

 

係制度のもつ情報伝達機能は重要である。 
 
（3）自動車産業、電機産業、化学産業の 
製品開発部門における技術者の労働時間管
理と労使関係に関しては以下のことが明ら
かになった。 
①製品開発部門のエンジニアの労働時間

が長くかつ不規則であることは通説どおり
である。ただし、労働時間（残業時間）管理
には企業ごとにかなり相違があることがは
っきりした。 
 製品の開発計画やそのための仕事計画は
経営から、労使協議の場でエンジニアに伝え
られる。その場では開発計画の実行に必要な
仕事量や仕事時間の予定も伝えられる。その
ような労使協議は、全社レベルでも事業所レ
ベルでも、職場レベルでも行われている。 
 労働時間（残業時間）計画については、事
業所レベルや職場レベルで、業務（開発の）
予定量をもとにできるだけ詳しい予定が労
使協議の場で、経営から労働組合の職場委員
（執行委員レベルが多いが）に伝えられる。
これらの職場に近いレベルの労使協議にお
ける組合の姿勢には企業による違いが小さ
くない。 
 残業時間の規制の実際の目安となるのは
労働基準法第 36条に規定されている時間（い
わゆるサブロク 36協定）の上限である年 360
である。上述の職場レベルの労使協議におい
て頻度しげく、かつまた残業行使の前に個々
人の残業計画にまで協議を及ぼしている事
例では年360時間以下に残業を抑え得ている
事例がある。他方、協議の頻度もさほどでは
なく、残業の行使後に残業の累積時間を確認
しあう事例では、年 360時間を越え、サブロ
ク協定の例外として認められる「残業の特別
時」までを行使する例がめずらしくない。 
 以上の労働時間と労使協議の関連の観察
において着目すべきは、労使協議を密に行い
残業時間を相対的に抑えている事例の競争
力が同業の他社に比して決して劣ることは
ないということである。開発部門の平均実労
働時間と売上げ・収益等との比較からそのよ
うな事実が確認できた。 
 ②労働時間をめぐる労使協議の観察から
は、職場における労働組合の活動のあらたな
かたちを見い出すことができる。日本の製造
業企業は、一般に労使協議に力を入れている。
それは経営が協議の場を利用して、その目的
とする製品開発量や生産量の完遂への協力
を従業員・労働組合に求めようとするからだ
といわれる。 
 まず全社レベルの労使協議で、企業の売上
げ、利益、コスト計画が組合に伝えられる。
組合はコスト計画から労働時間（残業時間）
計画を予想することができる。他方で、それ
らと同時に知らされる物的ベースの生産量

からの労働時間（残業時間）の予定値も予測
できる。前者の原価ベースでの時間計画と物
的ベースの時間計画とは元来は一致するは
ずであるが、実際にはズレがあることが少な
くない。そのズレを把握し調整できるかどう
かが労働時間管理や労働時間に関する労使
関係の要点となる。 
 労使協議は職場レベルでも行われ、そこで
は上記の諸計画値を職場レベルにブレーク
ダウンした数値が知らされる。ただし多くの
場合、物的ベースの計画値は伝えられるもの
の、原価ベースでのそれは伝えられないこと
がめずらしくない。つまり上述のズレがつか
みづらく、それゆえ職場レベルの労使協議に
労働時間問題の肝心のところが乗ってこな
いことになりやすい。 
ところが、職場レベルでそのあたりをつか
む協議の質が確保できている例や、上記の全
社レベルの労使のやり取りや情報が組合ル
ートで職場レベルに伝えられている場合は、
物的ベースでの時間計画と原価ベースの時
間計画とのズレに関する調整が労使の協議
や話し合いにのぼることが考えられる。その
ような協議が行われるならば、そのズレ（開
発予定量に比しての労働時間の無理）を、や
はり時間延長で乗り切るのか、一人の能力を
上げて（教育訓練を施す）乗り切るのか、要
員増で乗り切るのか、設備投資をして乗り来
るのか、あるいは管理のノウハウ（要員予測
力や進捗管理技術、人事管理）を向上させて
乗り切るのか、などの各種の方途を提案し合
い、それら折り合わせながら調整が図られる
ことになる。 
 如上のとおり、労使協議により労働時間に
関する調整が行われ、実際の労働時間が多少
とも短縮されるならば、そこではコストに関
して組合からの「発言」がなされ、それはた
くまずして企業の利潤の幅を問題にするこ
とにもつながる。そのことは日本の労使関係
や組合活動においてはあまり試みられたこ
とがなく、あらたな活動の質の芽生えもとみ
ることができる。 
今後の研究により、そのようなあらたな芽
がどのような帰趨をたどるかを見定めたい
と考えている。 
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